
相模原市では、「農地バンク」の役割を市内２農協（相模原市農協、神奈川つくい農協）が担っています。
希望する農地の所在によって、相談先の農協、農業委員会事務局が異なります。

農地の確保

（１） 希望する農地が 中央区、南区、緑区（橋本、大沢）

相模原市農業協同組合
（営農センター：042-762-4336）

（２） 希望する農地が 緑区（津久井、城山、相模湖、藤野）

神奈川つくい農業協同組合
（営農経済課：042-784-9905）

Q：耕作する農地を探している

：使いたい農地がある

農業委員会にて貸借の手続きを行う。

（１） 農業委員会事務局

（042-769-8292）

（２） 農業委員会事務局津久井事務所

（042-780-1406）

すでに所有者から

農地貸借の許可を得ている

相模原市で新規就農しませんか？

相模原市で新規に農業を始めたい方

相模原市で新規就農するためには、経営に対する意欲及び技術等を備えていることが要件です。
十分な農業技術を持っていることを証明する必要があります。

農業技術やノウハウの取得

A：大きく分けて２つの方法があります。

（１）かながわ農業アカデミーに入学する
・慣行栽培を中心に学べる

・卒業証書が証明書になる

（２） 認定農業者や農業法人等で研修する

・特定の作物や有機栽培等に特化できる

・研修先に修了証を書いてもらう

Q：どうやって証明する？

 ：農業技術を学べる場所はどこ？

A：就農準備資金の活用を検討しましょう。
・県が認める研修機関で、就農に向けた研修を

受ける人を対象とした支援です。

＜問い合わせ先＞

かながわ農業アカデミー

（０４６‐２３８-５２７４）

Q：研修中の生活費が心配…

相模原市内で農地を借りるため、農業委員会から「新規就農者」として認定される必要があります。

新規就農者の認定

A：農業委員会が認定を行います。必要書類を提出してもらい、認定の可否を検討します。

＜必要書類＞

①新規就農者認定申請書 ②就農計画書 ③十分な農業技術の習得が確認できるもの

（かながわ農業アカデミーの卒業証書など）

Q：新規就農者として認定されるためには？

新規就農者として認定

作成：相模原市 環境経済局 経済部 農政課（直通：042-769-9233）



認定新規就農者として認定後

相模原市で認定新規就農者を目指しませんか？

新規就農者から認定新規就農者になりたい

新規就農者を地域農業の担い手として育成するため、就農段階から農業経営の改善・発展段階までの

一貫した支援を相模原市で実施しています。

⇒市の認定を受けた認定新規就農者に対し、早期の経営安定に向けた援助を集中的に実施しています。

A：新規就農者のうち、

① 18～49歳以下であること

② 市の基本構想に照らし適切な青年等就農計画を作成し、達成の見込みが確実であること
を要件に、市農政課で認定事務を行っています。

他にも認定要件はございます。詳しくは農政課までお問い合わせください。

Q：「認定新規就農者」とは？ どこに相談する？

＜問い合わせ先＞相模原市農政課 農政班（042-769-9233）

A:主に以下の支援制度の対象となります。なお、いずれも採択に審査がございます。

①経営開始資金

経営が安定するまでの最大３年間、年150万円を支給する。

② 経営発展支援事業

機械・施設等を導入する際に一部援助をする。

③青年等就農資金

日本政策金融公庫が実施する、無利子の融資

Q：「認定新規就農者」になるとどのような補助が受けられる？

A：農政課で計画の内容について相談の受付・助言を行っています。

ただし、作目の選定や実際の営農活動における注意等については、県の農業技術職の方にご相談ください。

Q:「青年等就農計画」の内容について相談したい

＜問い合わせ先＞
・計画全般の内容について 相模原市農政課 農政班（042-769-9233）
・計画内の技術的助言について 就農開始前：かながわ農業アカデミー（046-238-5274）

就農開始後：県農業技術センター北相地区事務所（042-685-0203）

相模原市農政課に
お問い合わせください。

日本政策金融公庫に
お問い合わせください。

市全体でサポート体制を作り、地域の中心となる農業経営者になるまでフォローアップします。

それぞれの立場から、農業者をサポートします。

・相模原市農政課 ⇒ 全体管理・調整

・農業協同組合 ⇒ 営農資金について

・県農業技術センター

・地域農業者

・農地利用最適化推進委員 ⇒ 農地の相談

（農業委員会）

サポートチーム
として支える

将来の相模原市を支える

地域の担い手として
活躍してもらう

⇒ 経営や技術的な助言
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